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連結注記表 

１ 継続企業の前提に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

２ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

２-1 連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数  11社 

連結子会社の名称 フリージアハウス株式会社 

フリージアトレーディング株式会社 

光栄工業株式会社 

株式会社ユタカフードパック 

株式会社ケーシー 

株式会社ピコイ 

フリージア・オート技研株式会社 

秋田電子株式会社 

フリージア・アロケートコンサルティング株式会社 

石油鑿井機製作株式会社 

株式会社セキサク 

（２）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 Stensele Sag i Storuman AB 

ほか 3社 

連結の範囲から除いた理由  

非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないためであります。 

 

２-２ 持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称 

持分法を適用した関連会社の数 3社 

会社等の名称 技研ホールディングス株式会社 

              ソレキア株式会社 

              株式会社協和コンサルタンツ 

（２）持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称等 

主要な会社等の名称 

（非連結子会社） 

Stensele Sag i Storuman AB 

ほか 3社 

持分法を適用していない理由 
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持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないためであります。 

 

２-３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社のうち、㈱ピコイ及び秋田電子㈱の決算日は１月 31 日であります。連結計算書類

の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っています。 

 なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

 

２-４ 会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

時価のないもの 総平均法による原価法 

②たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

ア）商品及び製品 

主に総平均法 

イ）原材料及び貯蔵品 

主に総平均法 

ウ）仕掛品、未成工事支出金及び販売用不動産 

主に個別法 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産及び投資不動産 

       定率法を採用しております。ただし、平成 10年 4月以降に取得した建物（建物付属設備

は除く）及び平成 28年 4月１日以降に取得した建物付属設備、構築物については、定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は建物及び構築物が 2～50年、機械装置及び運搬具が 2～17年で

す。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利

用可能期間(５年)により償却を行っております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金  

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

②完成工事補償引当金  

完成工事にかかる瑕疵担保費用に備えるため、将来の補償見積額を計上しています。 

③賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込金額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。 

 

（４）負ののれんの償却方法及び償却期間 

       平成 22年 3月 31日以前に発生した負ののれんの償却については、20年の償却を行って

おります。 

 

（５）その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

①退職給付に係る負債の計上基準 

       退職給付に係る負債は、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。 

     ②消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２-５ 表示方法の変更に関する注記 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当連結

会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。 
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３ 連結貸借対照表に関する注記 

３-１担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

現金及び預金 36,072 千円 

受取手形及び売掛金 506,171  

たな卸資産 1,956,160  

建物及び構築物 653,693  

土地 3,221,025  

投資有価証券 106,762  

関係会社株式 1,998,734  

計 8,478,619  

（２）担保に係る債務 

短期借入金 1,658,190 千円 

一年内返済予定の長期借入金 1,128,638  

一年内償還予定の社債 264,000  

未払金 23,314  

社債 431,500  

長期借入金 3,258,766  

その他（固定負債） 19,727  

計 6,784,136  

 

３-２ 期末日満期手形 

期末日手形の会計処理については、手形交換日に決済が行われたとして処理しております。なお、連結会

計年度が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は連結会計年度末日残高に含まれております。 

受取手形 675 千円 

支払手形 11,774 千円 

 

３-３ 財務制限条項 

当社の連結子会社（株式会社ピコイ）が複数の金融機関との間で 13 億円のシンジケートローン契

約を締結しており、平成 30 年 1 月期末日における財務数値については以下のとおり財務制限条項が

付されております。  

①当社の連結子会社（株式会社ピコイ）の平成 30 年１月期末日及びそれ以降に到来する各年度の

決算期及び第二四半期の決算末日における貸借対照表に記載される純資産の部の金額を直近事業年

度の末日における純資産の部の金額の 80％以上に維持すること。 

②当社の連結子会社（株式会社ピコイ）の平成 30 年１月期末日及びそれ以降に到来する各年度の

決算期及び第二四半期における損益計算書に記載される営業損益について損失としないこと。 

３-４ その他 

受取手形割引高 428,551 千円 

裏書手形譲渡高 139,124 千円 
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４ 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

４-１当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普 通 株 式 45,099,320 株 

          

４-２ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

1株あたり 

配当額（円） 

平成 30年 6月 27日 

定時株主総会 

普通株式 

 

22,504 

 

0.05 

 

基準日 効力発生日 

平成 30年 3月 31日 平成 30年 6月 28日 

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

   平成 31 年 6 月 27 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案しております。 

① 配当金の総額      22,503千円 

   ②一株あたり配当額      0.50円 

   ③基準日         平成 31年 3月 31日 

   ④効力発生日       平成 31年 6月 28日 

    なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

５ 金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用を短期的には、預金等の流動性の高いものに限定し、運用する方針

です。また、必要な資金は主に銀行借入により、調達していく方針です。デリバティブは為替リ

スク及び金利変動リスクを回避するための利用に留め、投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

②金融商品の内容及びそのリスク 

受取手形及び売掛金並びに短期貸付金は、取引先の信用リスクに晒されています。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、大半が支払手形 4ヶ月以内、買掛金が 2ヶ月以内の支

払期日であります。 

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債及び長期借入金は主に

投資活動に係る資金調達です。 

③金融商品に係るリスク管理体制 

１）信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理 
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当社は、営業債権及び貸付金について、経理部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。 

２）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見

直しております。 

３）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元

流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価は、原則として、市場価格に基づく価額で計上しておりますが、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、合理的に算定された価額をもって計上しております。な

お、当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。 

 

（２）金融商品の時価に関する事項 

 平成 31年 3月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり 

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。 

 
連結貸借対照表 

計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

（１）現金及び預金 

（２）受取手形及び売掛金 

（３）その他流動資産 

    短期貸付金 

（４）投資有価証券 

    その他有価証券 

（５）長期貸付金 

    貸倒引当金 

 

1,673,051 

824,843 

 

533,014 

 

865,152 

35,489 

△11,707 

1,673,051 

824,843 

 

533,014 

 

865,152 

 

       －     

       －    

        

       － 

 

       － 

23,781 23,609 △172       

資産計 3,919,842 3,919,670 △172     

（１）支払手形及び買掛金 

（２）未払金 

（３）短期借入金 

（４）社債 

（５）長期借入金 

955,766 

282,558 

1,664,843 

750,500 

4,692,102 

955,766 

282,558 

1,664,843 

750,508 

4,696,130 

       － 

       － 

    － 

8 

4,027                 

負債計 8,345,770 8,349,807 4,036 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

資産 

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金並びに（３）短期貸付金 
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これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

（４）投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

（５）長期貸付金 

当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区

分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せ

した利率で割り引いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権については、同様

の割引率による見積キャッシュ・フローの現在価値により、時価を算定しております。 

 

負債 

（１）支払手形及び買掛金、（２）未払金並びに（３）短期借入金 

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 

（４）社債 

元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値に

よっております。 

（５）長期借入金 

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法に

よっております。 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区  分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 30,579       

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（４）投資有価証券」には含めておりません。 

 

６ 賃貸等不動産に関する注記 

 当社グループは、東京都その他の地域において、賃貸等不動産を所有しております。 
平成31年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は134,428千円（主に賃貸収益は売上高に、
賃貸費用は売上原価に計上）であります。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表上の計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 
連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度

末の時価 
（千円） 前連結会計年度末 当連結会計年度  

増減額 
当連結会計年度末  

残高 

賃貸等不動産 2,675,247 626,230 3,301,477 5,682,866 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 
（注）２．当連結会計年度増減額のうち、当連結会計年度の主な増加額は新たに購入した不動産（190,818
千円）であります。 

（注）３．当連結会計年度末の時価は、主に路線価・固定資産税評価額に基づいて自社で算定した金額に

よっています 
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７ 1株当たり情報に関する注記 

(１) １株当たり純資産額       153円 53銭 

(２) １株当たり当期純利益     8円 39銭 
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個別注記表 

１ 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

２ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

２－１資産の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式  総平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法に

より算定） 

時価のないもの………………総平均法による原価法 

③たな卸資産 

  通常の販売目的で保有するたな卸資産 

   評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

ア）商品、製品及び原材料 

   総平均法 

イ）仕掛品及び販売用不動産 

   個別法 

 

２－２ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産及び投資不動産 

定率法を採用しております。ただし、平成 10年 4月以降に取得した建物（建物付 

属設備は除く）及び平成 28年４月１日以降に取得した建物付属設備、構築物につい 

ては、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は建物及び構築物が 4～50年、機械装置及び運搬具が 2～17年です。 

 

２－３ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。 
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２－４ その他計算書類の作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理方法…………消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

２－５ 表示方法の変更に関する注記 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事業

年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

３-１ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１）担保に供している資産 

        

   

 

 

 

 

 

 

 

（２）担保に係る債務 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３-２ 資産に係る減価償却累計額 

 

 

   

売掛金 1,404 千円 

たな卸資産 129,624  

建物 57,912  

土地 605,483  

投資有価証券 106,762  

関係会社株式 357,934  

計 1,259,122  

短期借入金 946,730 千円 

一年内返済予定の長期借入金 272,289  

一年内償還予定の社債 32,000  

未払金 23,314  

長期借入金 803,127  

社債 7,500  

長期未払金 19,727  

計 2,104,687  

有形固定資産の減価償却累計額 641,230 千円 

投資不動産の減価償却累計額 5,668 千円 
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３-３ 保証債務 

以下の子会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

３-４ 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務（区分表示したものを除く）     

              

   

 

 

 

３-５ 期末日満期手形 

期末日手形の会計処理については、手形交換日に決済が行われたとして処理しております。なお、事業年

度が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は事業年度末日残高に含まれております。 

支払手形 11,774 千円 

 

３-６ その他 

 

                 

 

４ 損益計算書に関する注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

㈱ピコイ 1,039,739 千円 

㈱ユタカフードパック 123,498 千円 

フリージアハウス㈱ 81,500 千円 

フリージア・オート技研㈱ 42,324 千円 

計 1,287,061 千円 

短期金銭債権 46,374 千円 

長期金銭債権 50,000 千円 

短期金銭債務 1,778,765 千円 

受取手形割引高 246,463 千円 

関係会社との取引高   

営業取引による取引高   

売上高 126,267 千円 

売上原価 24,924 千円 

販売費及び一般管理費 17,483 千円 

営業取引以外の取引高   

受取利息 30,366 千円 

支払利息 18,933 千円 

その他（営業外収益） 3,333 千円 
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５ 株主資本等変動計算書に関する注記  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 

株 式 数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株 式 数 

普 通 株 式 902,957 6,522 817,413  92,066 

（注）１．当社は平成 30年 10月１日付で普通株式 10株につき１株の割合で株式併合を行っております。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加 6,522株は、株式併合に伴う端数株式の買取りによる増加 74株 

及び単元未満株式の買取りによる増加 6,448株（株式併合前 5,240株、株式併合後 1,208株）による 

ものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少 817,413株は、株式併合による減少 817,241株、及び単元未満 

株式の売渡請求による減少 172株（株式併合前 152株、株式併合後 20株）によるものであります。 

 

６ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

  賞与引当金 918 千円 

  未払事業税 5,005 千円 

  たな卸資産評価損 26,739 千円 

  減価償却費 272 千円 

  退職給付引当金 2,872 千円 

  貸倒引当金 1,779 千円 

  関係会社株式評価損 102,054 千円 

  有価証券評価差額金 36,451 千円 

繰延税金資産小計 176,094 千円 

評価性引当額 △140,280 千円 

繰延税金資産合計 35,814 千円 

繰延税金負債   

  特別償却準備金 △15,753 千円 

繰延税金負債合計 △15,753 千円 

繰延税金資産の純額 20,060 千円 
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７ 関連当事者との取引に関する注記 

（１）子会社及び関連会社等 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)１．所有割合の[外数]は緊密な者の所有割合であります。 

(注)２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(注)３．経営指導料、仕入代行、業務委託費等については、業務内容等を勘案し、両社協議の上、取引条件を決定しております。 

(注)４．資金の借入については、当社の運転資金として貸付を受けたものであります。利率は市場金利を勘案し、両者協議の上決定して

おります。 

種類
会社等の

名称又は氏名
所在地

資本金又は
出資金
(千円)

事業内容
又は職業

議決権等の所有
(被所有)割合

(％)
関連当事者との関係 取引内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

賃借料の計上 17,483

賃借料の支払 17,483

利息の計上 12,227

利息の回収 12,227

資金の貸付 1,374,167

資金の回収 226,700

- - 保証金 50,000

債務保証 81,500 － －

債務被保証 800,000 － －

担保の受入 282,650 － －

担保の提供 83,260 － －

資金の貸付 1,620,564

資金の回収 433,259

利息の計上 15,126

利息の回収 15,126

業務委託費等 22,857 －

未払費用の増加 49,117

未払費用の減少 49,117

担保の受入 97,337 － －

資金の借入 1,059,473

資金の弁済 745,015

利息の計上 12,543 その他（流動負債） 35,983

担保の提供 198,130 － －

債務保証 1,039,739 － －

債務被保証 800,000 － －

仕入代行収入 943

仕入代行債権計上 34,975

仕入代行債権回収 26,080

役員派遣・経営指
導等の対価

120,000 － －

資金の借入 60,000

資金の弁済 55,000

担保の受入 50,200 － －

債務保証 123,498 － －

債務被保証 800,000

資金の貸付 22,611 関係会社短期貸付金 316,225

利息の計上 3,012 その他（流動資産） 7,538

仕入代行収入 107

仕入代行債権計上 11,777

仕入代行債権回収 4,891

資金の借入 363,190

資金の弁済 323,350

利息の計上 1,635 未払費用 3,358

前受金の増加 372,191

前受金の減少 392,390

仕入代行収入 194

仕入代行債権計上 21,213

仕入代行債権回収 28,490

債務保証 42,324 － －

債務被保証 800,000 － －

資金の借入 69,000

資金の弁済 33,850

利息の計上 4,754 未払費用 12,607

前受金の増加 19,730

前受金の減少 19,730

仕入代行収入 401

仕入代行債権計上 22,105

仕入代行債権回収 21,605

資金の借入 17,000

資金の弁済 17,000

利息の計上 18 未払費用 18

東京都千代田区 763,650 住宅関連事業

東京都千代田区

資金貸付
役員の兼任等

製造供給事業
10％
[90%]

役員の兼任
資金の借入

短期借入金 1,318,364

－ －

前払費用 1,573

－ －

関係会社長期貸付金 1,316,111

売掛金 8,895

ﾌﾘｰｼﾞｱﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱ 東京都千代田区 10,000 投資・流通ｻｰﾋﾞｽ事業
―

[100%]

資金貸付
業務委託

役員の兼任

ﾌﾘｰｼﾞｱﾊｳｽ㈱ 東京都千代田区 800,000 住宅関連事業
―

[100%]

ﾌﾘｰｼﾞｱ･ｵｰﾄ技研㈱

子会社

ｸｲｯｸｻﾝﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ㈱ 東京都千代田区 9,000 製造供給事業
―

[100%]
資金借入

―
[77.7%]

100,000 製造供給事業
―

[100%]

資金貸付
役員の兼任
仕入代行先

99%

資金貸付
役員の兼任

資金の貸付 20,000 関係会社短期貸付金

－ －

役員の兼任
資金借入

仕入代行先
経営指導等

資金借入
役員の兼任
仕入代行先
債務保証

㈱ﾋﾟｺｲ

秋田電子㈱ 東京都台東区 9,000 製造供給事業
―

[100%]

光栄工業㈱ 岩手県北上市 98,000 製造供給事業

石油鑿井機製作㈱ 茨城県古河市 10,000 製造供給事業
0.5%

[99.5%]

資金借入
役員の兼任
仕入代行先

㈱ｾｷｻｸ 東京都千代田区 10,000 製造供給事業
0.5%

[99.5%]
資金借入

役員の兼任

短期借入金 189,556

短期借入金 5,000

売掛金 16,433

20,000

－ －

－

－ －

前受金 36,171

短期借入金 175,650

売掛金 499

－

関係会社長期貸付金 1,620,252

㈱ユタカフードパッ
ク

東京都千代田区 20,000



- 15 - 

 

(注)５．資金の貸付については、運転資金として貸し付けたものであります。利率は市場金利を勘案し、両者協議の上決定しております。 

(注)６．価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に交渉の上決定しております。 

(注)７．連結子会社の銀行借入等に対して債務保証を行っており、取引金額は保証債務残高を記載しております。なお、保証料は受領を

しておりません。 

 

（２）役員及び個人主要株主等 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)１．銀行借入金等に対して債務保証を受けており、取引金額は保証債務残高を記載しております。なお、保証料の支払いは行ってお 

    りません。 

(注)２．当社の役員である佐々木ベジが議決権の100%を直接所有しております。 

(注)３．価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。 

(注)４．仕入代行については、業務内容等を勘案し、両社協議の上、取引条件を決定しております。 

(注)５．資金の借入については、当社の運転資金として貸付を受けたものであります。利率は市場金利を勘案し、両者協議の上決定して 

おります。 

種類
会社等の

名称又は氏名
所在地

資本金又は
出資金(千

円)

事業内容
又は職業

議決権等の所有
(被所有)割合

(％)
関連当事者との関係 取引内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

―
(被所有0.20%)

資金の借入 164,965

資金借入 資金の弁済 164,965

役員の兼任 利息の計上 247 未払費用 247

仕入代行先 仕入代行収入 3,076

仕入代行債権計上 40,242

仕入代行債権回収 40,242

資金の貸付 30,500

資金の回収 30,500

資金貸付 利息の計上 5 その他（流動資産） 5

資金借入 仕入代行収入 14,080

役員の兼任 仕入代行債権計上 232,453

仕入代行先 仕入代行債権回収 232,453

仮受金等の計上 306,696 －

仮受金等の返還 306,696

資金の借入 20,000

資金の弁済 20,000

利息の計上 22 未払費用 22

― 資金貸付 資金の貸付 12,674

(被所有2.6%) 役員の兼任 資金の回収 12,674

利息の計上 25 その他（流動資産） 25

資金の貸付 18,408

資金の回収 18,408

資金貸付 利息の計上 9 その他（流動資産） 9

役員の兼任 仕入代行収入 15,267

仕入代行先 仕入代行債権計上 252,039

仕入代行債権回収 252,039

資金の貸付 62,655

資金貸付 資金の回収 62,655

役員の兼任 利息の計上 33 その他（流動資産） 33

預り金の計上 66,496

預り金の返還 66,496

資金の借入 35,000

資金借入 資金の回収 30,000

役員の兼任 利息の計上 71 未払費用 71

資金の借入 13,643

資金借入 資金の弁済 13,643

役員の兼任 利息の計上 10 未払費用 10

仕入代行先 仕入代行収入 143

仕入代行債権計上 16,363

仕入代行債権回収 16,363

資金の借入 15,000

資金借入 資金の弁済 15,000

利息の計上 9 未払費用 9

資金の借入 36,500

資金借入 資金の弁済 36,500

利息の計上 3 未払費用 3

仕入代行収入 821

― 仕入代行先 仕入代行債権計上 178,242

仕入代行債権回収 178,242

資金の借入 16,000

資金借入 資金の弁済 16,000

預り金計上返還 利息の計上 12 未払費用 12

預り金の計上 17,027

預り金の返還 17,027

－ －

－ －

債務被保証 債務被保証 93,041 － －当社代表取締役

―

－

セイナンコンクリー
ト㈱（注２）

岩手県盛岡市 10,000
コンクリート二次製

品の製造・販売
―

5,000

－ －

－ －

短期借入金

－ －

－

－ －

－ －

－ －

－

－

－ －

－ －

－ －

－

－ －

㈱ピコイドラゴン
（注２）

福島県福島市 1,000 断熱工事等 ―

－ －

マツヤハウジング㈱
（注２）

東京都千代田区 10,000 不動産販売及び管理 ―

－ －

中江建設工業㈱（注
２）

東京都杉並区

－ －

舗装工事30,000

―

夢みつけ隊㈱ 東京都千代田区 534,204 通信・通販事業等

コンクリート二次製
品の製造・販売

50,000秋田県大館市
若松コンクリート㈱

（注２）

コンクリート二次製
品の製造・販売

若松商工㈱（注２） 秋田県大館市 50,000 ―

―

―

―

87,000東京都千代田区装いの道㈱（注２）

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社（当
該会社の
子会社を
含む）

衣料用繊維製品の製
造、販売

前川建設㈱（注２） 東京都墨田区 50,000
土木建築及び関連工

事請負

地盤改良工事等50,000大阪府茨木市
㈱シゲムラ建設（注

２）

不動産の管理、賃貸
等

東邸管理㈱（注２） 東京都千代田区 35,000

役員及び
その近親

者
奥山　一寸法師 ― ―
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(注)６．資金の貸付については、運転資金として貸し付けたものであります。利率は市場金利を勘案し、両者協議の上決定しております。 

(注)７．価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。 

 

 

８ 1株当たり情報に関する注記 

(１) １株当たり純資産額        109円 00銭 

(２) １株当たり当期純利益     2円 33銭 

 


